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主 文

１ 被告は，原告に対し，２３８３万１４９６円及びこれに対する平成１４

年８月１１日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払

え。

２ 原告のそのほかの請求を棄却する。

３ 訴訟費用は，その６分の５を原告，６分の１を被告の負担とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。

事実及び理由

第１ 請求

被告は，原告に対し，１億４９１５万０５０５円及びこれに対する平成

１４年８月１１日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支

払え。

第２ 事案の概要

１ 本件は，じん芥収集車にごみを積み込んでいるときに，回転板に右腕を

巻き込まれる事故に遭った原告が，この事故に遭ったのは，被告の従業員

の過失によるとして，被告に対し，民法７１５条，７０９条に基づいて，

この事故で被った損害の賠償を求めた事案である。

２ 前提事実（認定に用いた証拠〔枝番を含む 〕などは末尾に掲げる ）。 。

(1) 当事者など（甲２，３，８，乙９，１４～１６）

原告は，後記の本件事故に遭った者であり，この事故に遭った当時，

Ａ株式会社の専務取締役を務めていた。Ｂは，原告の父であり，後記の

本件事故の当時，Ａ株式会社の代表取締役を務めていた。

被告は，廃棄物の収集などを業とする中小企業団体の組織に関する法

律で定める中小企業団体である。Ｃ，Ｄは被告の従業員，Ｅは株式会社

Ｆからの派遣従業員であり，いずれも，後記の本件事故の当時，後記の

本件事故現場で，ごみの収集業務（Ｇ市卸売市場早期待機収集業務）に
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従事していた。

(2) 本件事故の発生

ア 概要（甲８，乙６，９，１２～１６，原告本人）

原告は，平成１４年８月１０日午前５時５０分ころ，Ｇ市卸売市場

内のごみ処理場（以下「本件事故現場」という ）で，Ａ株式会社が。

保有する保冷車（以下「別件車両１」という ）に積んで，かごに入。

れていた貝殻を 被告が保有し Ｃが運転するじん芥収集車 以下 本， ， （ 「

件車両」という ）のホッパー（ごみ投入口）に投入していたとき，。

作動していた回転板に，右前腕部を巻き込まれて，右前腕挫滅開放骨

折などの傷害を負う事故（以下「本件事故」という ）に遭った（詳。

しい態様には争いがある 。。）

別件車両１は，本件事故当時，その前部をＧ市卸売市場の立体駐車

場，後部を本件車両に向けて，停車していた。また，本件事故現場で

は，いずれもその後部をこの立体駐車場に向けて，北側から順に，本

件車両，被告が保有し，Ｅが運転するじん芥収集車（宮城８８そ・２

９１，以下「別件車両２」という ，被告が保有し，Ｄが運転するじ。）

ん芥収集車（宮城８００さ５６２８，以下「別件車両３」という ）。

も停車していた。

イ 本件車両の仕様，積込作業の方法（乙６，８，１１，１２，３４）

本件車両は，テールゲート（積込装置）のホッパーに投入されたご

みを，テールゲート底部にある回転板でかき上げるとともに，上部に

ある積込板で押し込む動作をすることで，ボデー（荷箱）に積み込む

方式のじん芥収集車（パッカー車）である。

， 「 」回転板は テールゲートの左側にあるテールゲート操作盤の 積込

ボタンを１，２秒押し続けると回転が始まる。この操作盤の「積込」

以外の「緊急停止 「回転板逆転 「押込板押込 「押込板戻り」の」， 」， 」，
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各ボタン，テールゲートの右側にある「緊急停止」ボタンを押すか，

ホッパーの下部に取り付けられた機械式緊急停止装置（停止バー）を

押すと回転が停止する。

本件車両のホッパーの幅，地上高は，それぞれ１６００ミリメート

ル，７８５ミリメートルである。また，回転板が１回転する時間，ホ

ッパーの手前にあるガイドテーブル（ステップ）に置いたかご（縦４

３センチメートル，横６２センチメートル，高さ３１センチメートル

のもの）の上に到達する時間，一番下に到達する時間は，それぞれ約

１１．４０秒，２．９２秒，約３．７１秒である。

(3) 原告の治療経過

ア(ア) Ｈ病院（乙１８）

入 院 平成１４年８月１０日から同月１２日までの３日間

(イ) Ｉ病院（乙１９，２０）

入 院 平成１４年８月１３日から同年１０月１２日までの６１

日間

(ウ) Ｊ病院（乙２１～２８）

入 院 平成１５年１月９日から同月１１日まで３日間

平成１５年３月１７日から同年５月２日まで４７日間

通 院 平成１４年１０月１５日から平成１８年６月１６日まで

に１８９回

イ 原告は，平成１６年８月１３日，Ｊ病院のＫ医師から，同日に右前

腕挫滅開放骨折などの傷害による症状が固定し，身体障害者福祉法別

表で定める障害等級４級に相当する左上肢機能障害が残ったと診断さ

れた。

原告は，同月２６日，仙台市から，障害名を弛緩性麻痺による右上

肢機能障害，身体障害者等級表による級別を４級とする身体障害者手



- 4 -

帳の交付を受けた。

（甲４，１２，１３）

(4) 原告と被告とのやり取り

ア 原告と被告は，平成１５年１月３０日，本件事故での過失割合につ

いて，原告が９割，被告が１割とする同日付けの示談書（以下「本件

示談書」という ）を作成した。 （乙１）。

イ 被告は，平成１７年５月２０日までに，原告に対し，本件事故によ

り生じた損害のてん補として，合計３０４万０００５円（Ｈ病院，Ｉ

， ） 。 （ ）病院 Ｊ病院での治療費相当額 を支払った 乙２

３ 争点及び主張

(1) 本件事故の態様

（原告の主張）

ア 被告の従業員には，積込作業をするに当たっては，従業員以外の者

がホッパーにごみを投入するのを制止するとともに 「積込」ボタン，

を押して，回転板を作動させる前には，周囲の安全を確認する義務が

あった。

ところが，Ｃ，Ｅ，Ｄは，この義務に違反して，原告がホッパーに

ごみを投入するのを制止しなかった。さらに，Ｅは，周囲の安全の確

認を怠って，原告がごみを投入しているのに気づかないで 「積込」，

ボタンを押して，回転板を作動させた。

原告は，かごに入れていた貝殻を，本件車両のホッパーに投入しよ

うとしていると，自分の右後ろから 「痛い 」との叫び声を聞こえた， 。

ので，投入しながら，右側に振り向いたとき，右前腕部を，作動して

いた回転板に巻き込まれる事故（本件事故）に遭った。

以上のとおり，原告は，被告の従業員の過失により，本件事故に遭

い，損害を被ったのであるから，被告には民法７０９条，７１５条１
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項に基づいてその損害を賠償する義務がある。

イ 本件事故の態様は，前記のとおりであり，原告は「積込」ボタンを

押していない。

原告がこれまで「積込」ボタンを押したことはなかった 「積込」。

ボタンを押すのと，ごみの投入の前後にかかわらず 「積込」ボタン，

， 。を押した本人が 回転板に巻き込まれるとの事故態様は想定できない

自分で「積込」ボタンを押したのであれば，作動しているのに気がつ

かないはずがない。Ｅは，原告が本件事故に遭ったときには，まだ，

別件車両２で，段ボールの積込作業をしていなかった。

これらの事情からすると 「積込」ボタンを押したのが原告ではな，

， 。 ，く Ｅであることは明らかである 原告が本件示談書を作成したのは

原告が本件事故で負った傷害の治療について，健康保険から療養の給

付を受けられるようにするとともに，社会保険事務所から被告に対す

る求償の額を最小限にするためだけにすぎず 「積込」ボタンを押し，

たのが原告であることを認めていたとか，本件事故で被った損害の額

の９０パーセントを控除するとの示談をしたためではない。

（被告の主張）

ア 原告は，本件車両のガイドテーブルに，貝殻を入れていたかごを置

いて「積込」ボタンを押した後に，ホッパーにごみを投入しようとし

たか ごみを投入した後に かごをガイドテーブルにおいたまま 積， ， ，「

」 ， ， ， ，込 ボタンを押して 回転板を作動させたとき 誤って 右前腕部を

作動していた回転板に巻き込まれる事故（本件事故）に遭った。

イ 本件事故の態様は，前記のとおりであり，Ｅは「積込」ボタンを押

していない。

原告が，かごに入れていた貝殻を，本件車両のホッパーに投入しよ

うとしたときには，本件車両のホッパーは既に一杯になっていた。原
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告は，本件事故に遭った位置からでも 「積込」ボタンを押すことは，

できた。原告が，投入しながら，右側に振り向いたときに，本件事故

に遭ったのであれば，右腕だけが巻き込まれるはずはない。Ｅは，原

告が本件事故に遭ったときには，別件車両２で，段ボールの積込作業

をしていた。Ｅが 「積込」ボタンを押した後も，そのままテールゲ，

ートの左側に立っていたとは考えにくいし，本件事故に気づいたとき

， ， ，に 押したのは テールゲートの左側にある操作盤のボタンではなく

テールゲートの右側にある「緊急停止」ボタンである。原告は，本件

事故での自分の過失割合を９割とする本件示談書を作成している。

，「 」 ，これらの事情からすると 積込 ボタンを押したのがＥではなく

原告であることは明らかである。

(2) 原告が被った損害の額

ア 入院雑費，入院付添費，付添人交通費

（原告の主張）

原告は，本件事故により，ガス壊疽を発症し，その切断の可能性が

あったほどの重篤な，右前腕挫滅開放骨折などの傷害を負い，その治

療のため，Ｈ病院，Ｉ病院，Ｊ病院で合計１１４日間の入院と，Ｊ病

院に１８９回の通院を余儀なくされ，入院期間のうち１１１日は近親

者に付き添ってもらう必要があった。

原告は，この入院のため，入院１日当たり１５００円の割合での入

院雑費１７万１０００円，付添い１日当たり６５００円の割合での入

院付添費７２万１５００円，付添いに来るための交通費１９万６３０

０円を負担した。

（被告の主張）

争う。

イ 休業損害
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（原告の主張）

原告は，本件事故当時，Ａ株式会社の専務取締役を務め，１年当た

り１２９４万４３８４円の収入を得ることができていたのに，本件事

故に遭った平成１４年８月１０日から症状が固定した平成１６年８月

１３日までの７３５日間，１００パーセントの割合で，その営業を休

まざるを得ず，２６０６万６０８８円（１２９４万４３８４円÷３６

５日×７３５日）の損害を被った。

Ａ株式会社は，本件事故当時，従業員が２４ないし２５名程度の小

。 ， ， ，規模な会社であった 原告は リーダーの立場で 従業員たち以上に

仕入れと営業の各業務に従事していた。このような事情のほか，その

報酬の額が，原告の年齢，従事していた業務と比べて，さほど高額で

はないことからすると，Ａ株式会社から受け取っていた役員報酬は，

その全額が労働の対価であり，休業損害を算出するに当たっての収入

とするのが相当である。

（被告の主張）

原告がＡ株式会社から受け取っていた役員報酬の額は，平成８年か

ら平成１３年までに限ってみても，６００万円から９６０万円とばら

つきがあるし，平成１４年には８月１０日までの期間だけで，前年よ

りも高額になっているし，この年だけ賞与の支給を受けている。この

ような事情からすると，原告が，実際に，Ａ株式会社で，第一線の戦

力であったことを考慮しても，この報酬には，労働の対価の部分だけ

ではなく，利益配当などの実質をもつ部分も含まれているとみるのが

相当である。したがって，休業損害を算出するに当たっての収入の額

は，Ａ株式会社から受け取っていた役員報酬から，利益配当などの実

質をもつ部分を控除した額とするのが相当である。

仮に，利益配当などの実質をもつ部分が明らかにならないのであれ
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ば，賃金センサス記載の平均賃金の額とするのが相当である。

ウ 逸失利益

（原告の主張）

原告は，本件事故に遭わなければ，就労が可能な６７歳まで，前記

イで主張したとおり，１年当たり１２９４万４３８４円の収入を得る

機会があった。

ところが，原告には，平成１６年８月２６日，本件事故で負った傷

害による症状が固定し，左上肢機能障害障害が残った。その障害は自

動車損害賠償保障法施行令別表第２（以下「自賠責等級」という ）。

７級９号に該当する「１上肢に仮関節を残し，著しい運動障害を残す

もの」か，併合すると自賠責等級７級に定めるものに相当する，①平

成１６年政令第３１５号による改正前の自動車損害賠償保障法施行令

別表第２（以下「旧自賠責等級」という ）８級４号に該当する「１。

手のおや指及びひとさし指の用を廃したもの」と，自賠責等級１２級

５号に該当する「骨盤骨に著しい奇形を残すもの」に当たるから，少

なくともその労働能力の５６パーセントが失われている。

したがって，原告は，本件事故により，前記の後遺障害が残ったこ

とで，以下の計算式のとおり，症状が固定したときから就労が可能な

６７歳までの２８年間にわたって，１億０７９９万５６１７円の収入

を得る機会を失った。

〔計算式〕

１２９４万４３８４円（基礎収入の額）×０．５６（労働能力喪失

割合）×１４．８９８３（労働能力喪失期間２８年に対応するライ

プニッツ係数）＝１億０７９９万５６１７円（１円未満四捨五入）

（被告の主張）

原告が，症状が固定したときから就労が可能な６７歳までの２８年
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間にわたって，得る機会があった収入の額は，前記イで主張したとお

り，Ａ株式会社から受け取っていた役員報酬から，利益配当などの実

質をもつ部分を控除した額に限られるし，利益配当などの実質をもつ

部分が明らかにならないのであれば，賃金センサス記載の平均賃金の

額にとどまる。

また，原告に残った障害は，併合すると自賠責等級８級に定めるも

のに相当する，①自賠責等級９級１３号に該当する「１手のおや指を

含み２の手指の用を廃したもの」と，自賠責等級１２級５号に該当す

る「骨盤骨に著しい奇形を残すもの」に当たるから，原告が失った労

働能力は４５パーセントにとどまる。

エ 傷害慰謝料

（原告の主張）

原告は，本件事故により傷害を負い，前記のとおりの入院，通院を

余儀なくされたことで，精神的苦痛を被った。その苦痛を慰謝するた

めの慰謝料は４００万円を下回らない。

（被告の主張）

争う。

オ 後遺障害慰謝料

（原告の主張）

， ， ， ，前記ウで主張したとおり 原告には 本件事故により 少なくとも

自賠責等級７級９号に相当する障害が残った。原告は，このことで精

神的苦痛を被った。その苦痛を慰謝するための慰謝料は１０００万円

を下回らない。

（被告の主張）

前記ウで主張したとおり，原告に残った障害の程度は自賠責等級併

合８級に相当する程度にとどまる。
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(3) 過失相殺の有無，程度

（被告の主張）

本件事故は，前記(1)で主張したとおり，原告が「積込」ボタンを押

して，回転板を作動させたことにより生じた自損事故である。このよう

な事故態様や，本件示談書が作成されていることを考慮すると，損害賠

償の額を決めるときには，その損害額の９０パーセント程度を控除すべ

きである。

（原告の主張）

本件事故の態様，本件示談書を作成した趣旨は，前記(1)で主張した

とおりであり，被告の主張は前提が違っている。

第３ 裁判所の判断

１ 認定事実

前提事実，関係証拠（甲２，３，５，８，乙１，４～６，９，１０，１

３～１７，証人Ｂ，証人Ｃ，証人Ｅ，証人Ｄ，証人Ｌ，原告本人〔枝番を

含む。認定と異なる部分を除く ，弁論の全趣旨によると，以下の事実。〕）

が認められる。

(1) 本件事故の状況

ア Ｇ市卸売市場早期待機収集業務では，①被告の従業員が，別件車両

１のような持込車両を，後退で，ホッパーの手前まで誘導する，②持

込者は，自分で，持込車両から，ごみを搬出し，ホッパーの前で待機

している被告の従業員に渡す，③被告の従業員は，渡されたごみをホ

ッパーに投入し，積込作業をする，との手順が定められていた。

イ Ｃ，Ｅ，Ｄは，平成１４年８月１０日午前５時ころ，いずれもその

， ， ，後部をＧ市卸売市場の立体駐車場に向けて 北側から順に 本件車両

別件車両２，別件車両３を停車させた。

これら車両のうち，本件車両と別件車両３が燃えるごみ，生ごみ，
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別件車両２が段ボールの収集を担当することになっていた。

ウ 原告は，Ｅの誘導で，その後部を本件車両に向けて，別件車両１を

停車させた。このとき，別件車両２の後部には持込車両がまだ停車し

ていなかった。

エ 原告は，自分で，別件車両１の荷台から，ごみが入ったかごを搬出

し，別件車両１と本件車両の間で待機していたＥに渡した。

Ｅは，渡されたごみをホッパーに投入したが，別件車両２の後部に

持込車両が近づいてきたので，本件車両での積込作業を止めて，別件

車両２に向かった。

このとき，Ｃは，別件車両１の後部で，原告からごみを搬出するの

を待っていた。

オ 原告は，Ｅが別件車両２に向かった後は，別件車両１の荷台から，

別件車両１と本件車両の間で待機していたＣに，２，３回，ごみが入

ったかごを渡した。

Ｃは，その都度，渡されたごみをホッパーに投入していた。ホッパ

ーに投入されたごみは，あと１，２回で，回転板を作動させ，ボデー

に積み込まなければ，もう投入できないほどの量であった。

このとき，Ｅは，別件車両２で，段ボールの積込作業をしていた。

， ， ，カ 原告は ごみが入ったかごを持って 別件車両１の荷台から降りて

本件車両のホッパーに向かった。

Ｃは，このとき，原告が，自分で，ホッパーに投入するのだろうと

思ったが，制止しなかった。そして，原告に代わって，ごみを搬出す

るために，別件車両１の荷台に乗り込んだ。

キ Ｅは，原告の叫び声を聞いて，本件車両のホッパーを見ると，原告

の右前腕部が回転板に巻き込まれているのに気づいた。急いで本件車

両に駆け寄って 「緊急停止」ボタンを押すとともに，これ以上巻き，
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込まれないように，原告の体に抱きついた。さらに，別件車両３で積

込作業をしていたＤを呼んで，テールゲート操作盤の「回転板逆転」

ボタンを押させて，右腕を引き抜いた。

原告は，ホッパーの中心よりやや右寄りのところで，本件事故に遭

った。

また，Ｃ，Ｅ，Ｄは，原告が回転板に巻き込まれてからの様子しか

見ておらず，どのようなかごを，どのように持って，回転板に巻き込

まれたのかは見ていない。

(2) 原告の勤務状況

ア 原告は，高校卒業後の昭和５８年４月から，Ａ株式会社に勤めてい

た。本件事故当時は，専務取締役を務め，リーダーの立場で，仕入れ

と営業の各業務に従事していた。

原告が，Ａ株式会社から，受け取っていた給与所得の額は，平成８

年分が８１０万円，平成９年から平成１２年分が９６０万円，平成１

３年分が６００万円，平成１４年分（平成１４年１月１日から本件事

故の日までの分）が７８７万３０２３円であった。これらの期間のう

ち賞与が支給されたのは平成１４年だけである。また，平成１３年分

の所得が減ったのは，Ａ株式会社の経営成績が悪く，役員報酬に見合

う分を減額したことによる。

Ａ株式会社は，本件事故当時，従業員が２３ないし２４名程度の会

社であり，仕入れた海産物，魚介類を調理したり，さばいてホテル，

旅館，飲食店に小売りすることを業としていた。

イ 原告は，平成１６年ころから，Ａ株式会社の代表取締役を務めてい

る。本件事故で負った傷害により残った障害のため，それまでできて

いた鮮魚のさばきができなくなった，右手で箸を持てないといった不

自由を蒙っている。
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(3) 被告での対応

ア Ｃ，Ｅ，Ｄは，前記認定のとおり，原告が回転板に巻き込まれてか

らの様子しか見ておらず，どのようなかごを，どのように持って，回

転板に巻き込まれたのかは見ていなかったが，本件事故の当日，Ｌ一

般廃棄物事業部長（当時）に対し 「原告が，長いひもの付いたかご，

を，そのひもを右手に絡めて持って，ごみを投入した後に 『積込』，

， ， ，ボタンを押して 回転板を作動させたとき かごが巻き込まれたので

それを取り出そうとしたが，右腕まで巻き込まれた 」との報告をし。

た。

Ｌ部長は，その報告をもとに，平成１４年９月３０日ころまでに，

被告の理事長，仙台市環境局に対し，本件事故の態様はこの報告のと

おりであるとの報告書を提出した。この報告書を作成するに当たって

は，この当時の原告の容態が重篤であったこともあり，原告から本件

事故の態様を聴き取っていない。

イ 被告は，平成１５年１月３０日，原告が本件事故で負った傷害の治

療について，健康保険から療養の給付を受けられるようにするととも

， ，に 社会保険事務所から被告に対する求償の額を最小限にするために

本件示談書を作成した。被告のＭ総務部長（当時 ，Ｌ部長は，この）

示談書を作成するに当たって，原告，Ｂに対し，追って最終的な示談

をしたいと述べるだけで 「積込」ボタンを押したのが原告であると，

か，本件事故はＣ，Ｅ，Ｄが報告したとおりの態様であるとの確認を

していない。

ウ 被告では 「安全作業マニュアル」を作成し，積込作業をするとき，

には，従業員以外の者を作業範囲に入れない，ほかの従業員及び周囲

の安全を確認してから 「積込」ボタンを押すなどのテールゲートの，

操作をするとの手順を定めていた。また，Ｇ市卸売市場早期待機収集
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業務でも，前記認定のとおりの手順が定められていた。

ところが，被告では，本件事故前には，従業員から，従業員以外の

者がホッパーにごみを投入しているとの報告を受けていた。また，Ｇ

市卸売市場でも，従業員以外の者がホッパーにごみを投入することが

あった。

被告は，本件事故の後は 「Ｇ市卸売市場早期待機収集手順書」を，

作成し，従業員に対し，積込作業をするときには，テールゲートの周

囲に，ポールとコーンで囲いをするとともに，コーンに「持込・一般

の方は中に入らないで下さい」との標識を付けて，従業員以外の者が

ホッパーにごみを投入するのを制止する措置を講じさせている。この

措置を講じた後には，従業員から，従業員以外の者がホッパーにごみ

を投入しているとの報告は受けていない。

２ 争点(1)についての検討

(1) 原告は 「被告の従業員には，積込作業をするに当たっては，従業員，

以外の者がホッパーにごみを投入するのを制止するとともに 『積込』，

ボタンを押して，回転板を作動させる前には，周囲の安全を確認する義

務があった。ところが，Ｃ，Ｅ，Ｄは，この義務に違反して，原告がホ

ッパーにごみを投入するのを制止しなかったし，Ｅは，周囲の安全の確

認を怠って，原告がごみを投入しているのに気づかないで 『積込』ボ，

タンを押して，回転板を作動させ，本件事故を引き起こした。被告には

民法７０９条，７１５条１項に基づいて原告が被った損害を賠償する義

務がある 」と主張する。。

， ， ， ，(2)ア しかし 前記認定のとおり 原告が 本件事故に遭ったときには

別件車両２の後部には持込車両が停車していた（原告も，尋問で，こ

のことは認めている 。Ｅが，別件車両２の後部に持込車両が停車し。）

ているのに，そのまま本件車両での積込作業を続けていたとは考えに
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くい。また，Ｅが押したのは，テールゲートの左側にある操作盤のボ

， 「 」 。タンではなく テールゲートの右側にある 緊急停止 ボタンである

木元卓実は，テールゲートの左側ではなく，右側にいたときに，本件

事故に気づいたとみるのが相当である。このような事情からすると，

「積込」ボタンを押したのがＥであるとみることはできない。

イ 原告が，かごに入れていた貝殻を，本件車両のホッパーに投入しよ

， ， ， ，うとしたときには ホッパーに投入されたごみは あと１ ２回で

回転板を作動させ，ボデーに積み込まなければ，もう投入できない

ほどの量であった。原告が 「積込」ボタンを押して，ホッパーを空，

にしようと考えたとみてもおかしなことではない。また，本件車両

のホッパーの幅は１６００ミリメートルであり，ホッパーの中心よ

りやや右寄りのところにいた原告にも 「積込」ボタンを押すことは，

できた。さらに，本件車両のホッパーの地上高は７８５ミリメート

ル，回転板がホッパーの手前にあるガイドテーブルに置いたかごの

上に到達する時間が約２．９２秒であり，かごに入っていたごみが

重量のある貝殻であることを含めてみても，かごを置いて「積込」

ボタンを押した後に，ホッパーにごみを投入しようとしたことで，

あるいは，ごみを投入した後に，かごをガイドテーブルにおいたま

ま 「積込」ボタンを押すことで，本件事故に遭うことはあり得るこ，

とである（原告は，自分で「積込」ボタンを押したとは述べていな

いが，陳述書で，普段から，急いで，ごみ捨てを終わらせて，ほか

の業務をやりたかったと述べている。別件車両１の荷台には，まだ

ごみが積んであったし，本件事故が起きた日が，週末で，お盆時期

であり，繁忙期であったことも合わせて考えると，早くごみ捨てを

終わらせるために，深く考えずに，あるいは何気に，普段では押す

はずのない「積込」ボタンを押したことは十分に想定できる 。そ。）
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， ， ， 。 ，して 原告は 本件事故で 右腕を巻き込まれている 原告が尋問

陳述書で述べるとおり，投入しながら，右側に振り向いたときに，

本件事故に遭ったのであれば，体の左側がホッパーに近づくのであ

， 。 ， ，って 右腕だけが巻き込まれるとは考えにくい かえって 原告は

操作盤の「積込」ボタンがある左側に振り向いたときに，本件事故

に遭ったことをうかがわせる。最後に，本件全証拠を検討しても，

Ｅのほかにも，原告以外の第三者が「積込」ボタンを押したとうか

がわせる事情は見当たらない。

ウ このような事情からすると，本件事故は，本件示談書が作成され

た趣旨にかかわらず，原告が，本件車両のガイドテーブルに，かご

を置いて「積込」ボタンを押した後に，ホッパーにごみを投入しよ

うとしたか，ごみを投入した後に，かごをガイドテーブルにおいた

まま 「積込」ボタンを押して，回転板を作動させたとき，誤って，，

右前腕部を，作動していた回転板に巻き込まれたとの自損事故であ

ったとみるのが相当である。本件全証拠を検討しても，この認定を

覆すほどのものは見当たらない。

したがって 「Ｅには，周囲の安全の確認を怠って，原告がごみを，

投入しているのに気づかないで 『積込』ボタンを押して，回転板を，

作動させた過失がある 」との原告の主張は採用できない。。

(3) 他方で，本件事故の前から，Ｇ市卸売市場では，持込者がホッパー

にごみを投入することがあったし，被告では「安全作業マニュアル」

が作成され，積込作業をするときには，従業員以外の者を作業範囲に

入れないとの手順が定められていたし，Ｇ市卸売市場早期待機収集業

務でも，被告の従業員が，渡されたごみをホッパーに投入し，積込作

業をするとの手順を定められていたのであるから，Ｃには，持込者が

積込作業をすることで事故に遭うのを防ぐため，積込作業をするとき
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には，持込者がホッパーにごみを投入するのを制止する義務があった

とみるのが相当である。

ところが，Ｃは，前記認定のとおり，原告が，ごみが入ったかごを

持って，本件車両のホッパーに向かったのに気づき，自分で，ホッパ

ーに投入するのだろうと思ったのに，制止しないで，そのまま別件車

両１の荷台に乗り込んで，ごみの搬出を続けた。Ｃには，原告がホッ

パーにごみを投入するのを制止する義務を怠った過失があるから，そ

の使用者である被告には民法７１５条１項に基づいて原告が被った損

害を賠償する義務がある。

３ 争点(2)についての検討

(1) 入院雑費，入院付添費，付添人交通費 合計１０８万８８００円

前提事実，関係証拠（甲４，５，７，乙１８～２８，証人Ｂ，原告本

人 ，弁論の全趣旨によると，原告は，本件事故により，ガス壊疽を発）

症し，その切断の可能性があったほどの重篤な，右前腕挫滅開放骨折な

どの傷害を負い，その治療のため，Ｈ病院，Ｉ病院，Ｊ病院で合計１１

４日間の入院と，Ｊ病院に１８９回の通院を余儀なくされ，入院期間の

， ，うち１１１日は近親者に付き添ってもらう必要があり この入院のため

入院１日当たり１５００円の割合での入院雑費１７万１０００円，付添

い１日当たり６５００円の割合での入院付添費７２万１５００円，付添

いに来るための交通費１９万６３００円を負担したことが認められる。

(2) 休業損害 １０３１万９２０２円

ア 基礎収入

原告は，前記認定のとおり，本件事故の当時，Ａ株式会社の専務取

締役を務め，リーダーの立場で，仕入れと営業の各業務に従事してい

た。

Ａ株式会社は，本件事故当時，従業員が２３ないし２４名程度の小
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規模の会社であった。

原告が，Ａ株式会社から，受け取っていた平成８年分から平成１４

年分（平成１４年１月１日から本件事故の日までの分）までの給与所

， ， ，得の額は 前記認定のとおりであり Ａ株式会社の経営成績に応じて

役員報酬に見合う分が大きく増減していた。これらの期間のうち賞与

が支給されたのは平成１４年分だけであった。

このような勤務状況，収入金額の推移を踏まえると，この給与所得

には，労働の対価の部分だけではなく，利益配当などの実質をもつ部

分も含まれているとみるのが相当である。したがって，休業損害を算

出するに当たっての収入の額は，この給与所得から，利益配当などの

， ，実質をもつ部分を控除した額とするのが相当であり 前記の勤務状況

収入金額の推移のほか，賃金センサス記載の平均賃金の額（賃金セン

サス平成１４年第１巻第１表・産業計・男性労働者・高卒・３５～３

９歳の平均年収の額は５１４万８８００円である ）を考慮すると，。

その額は７２７万１５９８円（平成９年分から平成１４年分までの合

計額６５４４万４３８４円〔平成１４年分は，実際に受け取った金額

をもとに，平成１４年１月１日から同年１２月３１日までに受け取っ

たと推測される１２９４万４３８４円〕の１年分当たりの平均額１０

９０万７３９７円〔１円未満切捨て〕の３分の２に相当する金額〔１

円未満切捨て ）とみるのが相当である。〕

イ 休業割合

原告は，本件事故により負った傷害を治療するため，Ｈ病院，Ｉ病

院，Ｊ病院で合計１１４日間の入院と，Ｊ病院に１８９回の通院を余

儀なくされている。

この入院期間，通院回数，前記認定のとおり，平成１６年になって

からの通院頻度や，同年中にはＡ株式会社の代表取締役に就任してい
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ることからすると，本件事故の日から平成１５年１２月３１日までの

５０９日間は１００パーセントの割合で，平成１６年１月１日以降は

通院日１８日について１日ごとに５０パーセントの割合で，勤務を休

まざるを得なかったとみるのが相当である。

ウ まとめ

以上の検討結果をまとめると，原告は，その勤務を休まざるを得な

かったことで，以下の計算式のとおり，１０３１万９２０２円の損害

を被ったと認められる。

〔計算式〕

（７２７万１５９８円×５０９日間÷３６５日）＋（７２７万１５９

８円×０．５〔休業割合〕×１８日間÷３６６日〔閏年 ）＝１０〕

３１万９２０２円（１円未満切捨て〔以下の計算式でも同じ ）。〕

(3) 逸失利益 ５４１６万６４９７円

ア 基礎収入

原告は，本件事故に遭わなければ，就労が可能な６７歳まで，前記

(2)で判断したとおり，１年当たり７２７万１５９８円の収入を得る

機会があった。

イ 労働能力喪失割合

原告には，平成１６年８月２６日，本件事故で負った傷害による症

状が固定し，左上肢機能障害障害が残った。その障害の中には，①旧

自賠責等級８級４号，自賠責等級９級１３号に該当する「１手のおや

指及びひとさし指の用を廃したもの」と，②自賠責等級１２級５号に

該当する「骨盤骨に著しい奇形を残すもの （腸骨移植による骨盤骨」

の変形）がある。そのほかにも自賠責等級に該当しない肘関節の回外

運動制限，右前腕の短縮，下肢・腹部の瘢痕・醜形が残っている。関

係証拠（甲４，１３，乙３２）によると，以上の事実が認められる。
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原告は，前記認定のとおり，本件事故の当時，海産物，魚介類を調

理したり，さばいてホテル，旅館，飲食店に小売りすることを業とす

るＡ株式会社で，仕入れと営業の各業務に従事していたのに，これら

の障害のため，それまでできていた鮮魚のさばきができなくなってい

る。

他方で，原告は，平成１６年ころから，Ａ株式会社の代表取締役を

務めており，それまでと比べて，仕入れと営業の各業務に従事する割

合は少なくなっていると推測される。また，関係証拠（甲１３）によ

ると，腸骨採取部分の感覚障害があることは認められるが，そのこと

が腸骨移植による骨盤骨の変形が原告の勤務にどのような支障を及ぼ

しているかがはっきりしない。

このような事情を考慮すると，原告に残った障害によって失われた

労働能力は５０パーセントとみるのが相当である。

ウ まとめ

以上の検討結果をまとめると，原告は，本件事故により，前記の障

害が残ったことで，以下の計算式のとおり，症状が固定したときから

就労が可能な６７歳までの２８年間にわたって，５４１６万６４９７

円の収入を得る機会を失ったと認められる。

〔計算式〕

（ ） ． （ ）７２７万１５９８円 基礎収入の額 ×０ ５ 労働能力喪失割合

×１４．８９８１（労働能力喪失期間２８年に対応するライプニッ

ツ係数）＝５４１６万６４９７円

(4) 傷害慰謝料 ３００万００００円

原告は，本件事故により傷害を負い，前記のとおりの入院，通院を

余儀なくされたことで，精神的苦痛を被ったと認められる。その苦痛

を慰謝するための慰謝料は３００万円とみるのが相当である。
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(5) 後遺障害慰謝料 ９００万００００円

原告には，本件事故により，前記のとおりの障害が残った。原告は，

このことで精神的苦痛を被ったと認められる。その苦痛を慰謝するため

の慰謝料は９００万円とみるのが相当である。

(6) 前記合計額 ７７５７万４４９９円

４ 争点(3)についての検討

(1) 前記認定のとおり，本件事故は，原告が，本件車両のガイドテーブ

ルに，かごを置いて「積込」ボタンを押した後に，ホッパーにごみを投

入しようとしたか，ごみを投入した後に，かごをガイドテーブルにおい

たまま 「積込」ボタンを押して，回転板を作動させたとき，誤って，，

右前腕部を，作動していた回転板に巻き込まれたとの自損事故であった

， 。とみるのが相当であり このことが本件事故の大きな原因になっている

このような本件事故の態様のほか，Ｃは，原告が，ごみが入ったかご

を持って，本件車両のホッパーに向かったのに気づき，自分で，ホッパ

ーに投入するのだろうと思ったのに，制止しないままでいたとの落ち度

の度合いや，本件示談書が社会保険事務所から被告に対する求償の額を

最小限にするために作成したにすぎないことを合わせて検討すると，損

害賠償の額を決めるときには，その損害額の３分の２を控除するのが相

当である。

(2) 不法行為に基づく１個の損害賠償請求権のうちの一部が訴訟上請求

されている場合に，過失相殺をするに当たっては，損害の全額から過失

割合による減額をし，その残額が請求額を超えないときはその残額を認

容し，残額が請求額を超えるときは請求の全額を認容することができる

ものと解すべきである（最高裁判所昭和４８年４月５日第一小法廷判決

・民集２７巻３号４１９ページ 。）

(3) 前記３で認められた損害の合計額は７７５７万４４９９円である。
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関係証拠（乙２，１８～２８）によると，原告は，本件事故により負

った傷害を治療するため，Ｈ病院，Ｉ病院，Ｊ病院での治療費合計３０

４万０００５円を負担したことが認められる。これらの合計額は８０６

１万４５０４円である。

前記の合計額８０６１万４５０４円から３分の２の控除をすると，そ

の控除後の金額は２６８７万１５０１円となる。

５ 原告が賠償を求めることができる額

原告は，前提事実記載のとおり，被告から，合計３０４万０００５円の

支払を受けている。原告が賠償を求めることができる額は，前記４(3)で

の控除後の金額から，このてん補された額を控除した残額である２３８３

万１４９６円である。

第４ 結論

以上によれば，原告の請求は賠償金２３８３万１４９６円及びこれに対

する本件事故の日の翌日である平成１４年８月１１日から支払済みまで民

法で定める年５パーセントの割合による遅延損害金の支払を求める部分は

理由があるから認容し，そのほかの部分は理由がないから棄却することと

し，訴訟費用の負担について民事訴訟法６４条本文，６１条，仮執行の宣

言について同法２５９条１項を適用して（相当ではないので，訴訟費用の

負担を求める部分には，この宣言を付さない ，主文のとおり判決する。。）

仙台地方裁判所第１民事部

裁 判 官 近 藤 幸 康


